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経済社会構造に関する有識者会議

１．マクロ動向
２．イノベーションとその要因等の概念整理
３．イノベーション・生産性と要因の関係
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 日本の潜在成長率は低下傾向にある。成長戦略が掲げる名目３％、実質２％
成長の達成には相当の努力が必要。

 潜在成長率は、労働、資本、TFP（全要素生産性）の寄与に分けられるが、高齢

化の進展を踏まえると、成長率を高めるためには、社会のあらゆる場面でイノ
ベーションを実現しTFPの伸びを高める必要。
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１．マクロ動向
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 2000年代の日本の特徴
 労働：労働時間 がマイナスに寄与、労働の質 はプラスに寄与
 資本：ＩＣＴ資本 、非ＩＣＴ資本 ともプラスの寄与は小さい
 TFP：90年代より2007年までは改善するも伸びは低い

成長会計の各国比較

（出所）EU KLEMS 2009データベース 2
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新しい又は非常に改
善した製品・サービス

新しい又は非常に改
善した生産方法や配
達方法

デザインやパッケージ、
販売促進、価格付けにお
ける大きな変化を伴う
マーケティング方法

ビジネス慣行、職場の
組織、対外関係におけ
る新しい方法

イノベーションの類型

 イノベーションとは、新製品の開発や生産方法の改善に加え、マーケティング
方法の改善、組織形態の改革も含む。

 マクロ経済的には、人口移動や高齢化に伴い社会の嗜好が変化することに
よってもイノベーションの機会が生じる（ライフイノベーションなど）。

 イノベーションの担い手は、企業だけでなく社会的課題や地球的課題に取り組
む非営利部門や公的部門も含まれる（グリーンイノベーションなど）。

イノベーションの担い手

企業部門

非営利部門、公的部門
（環境、医療、介護、教育等）

２．イノベーションとその要因等の概念整理

3
（注）OECD Oslo manual(2005)（イノベーションに関する指標を比較可能な形にするためにOECDが作成したマニュアル）に基づく。



政策対応

研究開発

ＩＴ資本
ネットワーク環境

（クラスター、産学官）

グローバル化

競争環境（参入・退出） 無形資産
（ブランド、著作権他）

参入障壁除去

教育・訓練

人的資本

金融市場

成長マネー供給

企業外的要因 企業内的要因

製品・サービス市場環境

経済連携推進

税制・補助金

起業・創業支援

労働市場 経営資源

知的財産戦略規制・制度改革

 イノベーションに影響を与える多様な要因と政策対応
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研究開発

公共調達改革

目標設定と
資源配分



イノベーション・生産性に影響を与える要素についての定性的・定量的分析（その１）（未定稿）

要素 分析例

グローバ
ル化

 グローバル化と国内産業・企業の生産性との間に正の関係が存在することが多くの実証分析によって
示されてきた（宮川・滝澤（2012））（ただし、もともと生産性の高い企業がグローバル化するという自己
選択効果（Self‐selection effect）が多い点に留意）

 FDIによる生産性向上効果（Learning effect）は、非製造業で統計的に有意（Ito（2007））
 海外子会社での先端的な研究開発は日本の親会社の生産性を向上させることを示した

（Todo&Shimizutani（2008））
 海外からの輸入競争にさらされるセクターは、当該企業の生産性向上、非効率企業の退出により、生

産性上昇率が高い(Syverson(2011))
 輸出と研究開発との両方の活動を行っている企業のパフォーマンスは突出して高く、生産性成長率も

高い。両活動が生産性に対して何らかの補完的な影響を持っていることを示唆（伊藤・松浦（2010））

新規参入
・退出

 社齢が若いほど、TFP水準、TFP上昇率共に高い（深尾・権（2011））
 いわゆる「ソンビ企業（金融機関から資金補助を受けている企業）」が増加した産業の生産性上昇率は

低い（Caballero et al(2008））
 企業の純参入効果はそれほど大きくなく、企業内の生産性向上効果が、全体の生産性変動に大きな

影響（宮川・滝澤（2012））

プロダクト・

スイッチン
グ

 日本の製造業の生産の動きは製品構成の変化（product switching）が大きな影響。この製品転換は規
制が少ない産業で活発。製品転換を行った企業ほど生産性が向上（Kawakami & Miyagawa(2010)）

 企業のTFPは生産する財の数と正の相関がある（米国企業データ：Bernard, Redding and Schott(2010))

 グローバル化と生産性は正の関係
 新規参入に加えて、企業内の生産性上昇や製品転換による生産性上昇も重要

３．イノベーション・生産性と要因の関係

5
（注）プロダクト・スイッチングとは、「企業における製品構成の変化」を意味する（Kawakami & Miyagawa(2010), BRS(2010）



要素 分析例

規制改革
・競争政策

 反競争的規制はICT使用産業を中心に生産性を押し下げる（Arnold et al(2008)）
 市場競争は一般的に生産性を上昇させるが、過度の競争は生産的な活動（R&D活動）を減

らし、生産性低下をもたらすことが指摘される（宮川・滝澤（2012））
 公的所有の電力プラントの生産性上昇は最も小さく、私的所有のプラントの生産性上昇は最

も大きい（米国の場合 Fabrizio et.al (2007)）

IT資本  IT資本サービスの投入による日本の成長への寄与：1995‐2000 0.5%（米0.6%）、2000‐2007 
0.4%（米0.6%）（EU Klems 2009）

無形資産  OECD諸国の労働生産性上昇に1/4～1%ポイント程度寄与（OECD Innovation Strategy(2010)）
 無形資産の日本の成長への寄与度（宮川・金（2011）） 1995‐2000:0.5%, 2000‐2005:0.3%
 IT革命に中心的な役割を果たしたマイクロソフト社において、無形資産の成長への寄与率は

44%（1988‐2006）（Hulten（2010））

人的資本  労働者のパフォーマンスに対して柔軟な昇進や報酬体系を採用すること、人材育成に関し
て力を入れることは、高い生産性と深く関連（宮川・滝澤（2012））

金融市場の整
備

 借入はイノベーションの源泉である研究開発投資や無形資産の蓄積に関連する投資に対す
る資金調達形態として適していないとの指摘（無形資産は担保となりにくいため）。（宮川・滝
澤（2012））

イノベーション・生産性に影響を与える要素についての定性的・定量的分析（その２）（未定稿）

 生産性上昇のためには、反競争的規制の除去、（過度にならない程度の）市場競争が重要
 IT資本、無形資産もそれぞれ成長、生産性に寄与
 イノベーションのためには間接金融よりも直接金融型の金融システムが効果的
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1998年 2008年

（出所）OECD(2010b)
（注）バブルの大きさは科学分野における論文の数を表しており、線の太さは協力の強まり（共著論文など）を示している。
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 研究分野におけるネットワークは重要。

 科学分野の論文数は、中国、韓国、インドブラジルなどの新興国を中心に増加し
ている。研究者間の国際間協力も広がっている。

４．イノベーションを支える要因の動向
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対個人・文化・娯楽サービス
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視聴覚・同関連サービス
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 我が国のR&D集約財に対する比較優位は低下
 我が国の創造的サービスの輸出シェアはわずか

（出所）経済財政白書(2011)
（備考）（右図）
１.ＯＥＣＤ、UN.Comtradeにより作成
２.貿易特化指数は、（輸出額‐輸入額）/（輸出額＋輸入額）から算出される数値で、1は輸出はしているが輸入がゼロである場合、‐1は輸入はしているが輸出は
ゼロであることを表し、輸出競争力を示す。
３．R＆D集約財は、日本、アメリカ、ドイツにおいてR＆D額を設備投資額で割った数値が大きい業種において生産、輸出する財（医薬品、医療用・精密・光学機
器、鉄道その他輸送機器）を選択。これらに続く業種としては、事務用機器等、航空機類、その他輸送用機器など。
４．ＯＥＣＤ諸国のうち、一人当たりＧＤＰが大きい上位20か国について示している。
（備考）（左図）
１．ＯＥＣＤ．Ｓｔａｔ、ＵＮＣＴＡＤにより作成。
２．ＯＥＣＤ諸国のうち、一人あたりＧＤＰ上位20カ国につき試算。
３．「創造的サービス」（UNCTADによる定義）とは、広告・市場調査・世論調査、研究開発、建築・エンジニアリング・その他技術サービス、対個人・文化・娯楽サー
ビス、視聴覚・同関連サービスなどが含まれる。経済財政白書（2011）では、各国比較可能なデータが揃う「対個人・文化・娯楽サービス」、「視聴覚・同関連サー

ビス」のみについて各国比較しており、米、加、英の割合が高いのは、いずれも英語圏であり、文化的あるいは視聴覚的なサービスの貿易に対する障壁が低い
ことが考えられる、としている。

創造的サービス輸出の動向
R&D集約財の貿易特化係数
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Regulatory and administrative opacity Administrative burdens on startups

Barriers to competition

起業家精神への障壁指標（2008年）

（出所）OECD(2010b)
（注）「新規開業率」
とは、当該年に新た
に開業した企業（従
業員を雇用する企
業）が全企業に占め
る割合。

 日本の新規開業率は、OECD諸国と比較して非常に低い水準。

 「起業家精神への障壁」のうち、日本は「競争への障壁」（ネットワーク産業やサービス産業
への参入障壁など）が相対的に高い。
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（出所）OECD(2010b)
（注）「起業家精神
への障壁指標」と
は、OECDが作成し

ている「製品市場規
制指標」を構成する
３分野の指標群のう
ちの一つ（他は国家
関与指標と貿易投
資への障壁指標）



 企業特殊的人的資本投資（Off –JT）は、バブル崩壊以降急速に減少。
 日本は、研究者の数は多いが、博士号取得割合は諸外国比で低い水準。
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棒グラフは2007年
点は2000年を表す。

女性の割合を示す。

博士号取得割合

（出所）宮川・滝澤（2012）
（注）厚生労働省「就労条件総合調査報告」より作成。同報告の「教育訓練費」とは、企
業の教育訓練施設に関する費用、講師・訓練指導員に対する手当・謝礼、講習会への
参加・委託訓練、国内・外留学に要する費用などをいう。
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（出所）OECD(2010b)
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対GDP比：%

設備投資 情報化資産 革新的資産 経済的競争能力

2008SNAにおける知的資産の分類

A Research and development

B Mineral exploitation and evaluation

C Computer software and databases

D Entertainment, literary and artistic originals

E Other intellectual products

有形及び無形資産投資の各国比較（2006年）

（出所）OECD(2010b)

 無形（知的）資産には様々な定義。現在中間投入として扱われている研究開発投資につい
て、2008SNAでは投資として計上することを求めている。

 無形資産ストックの推移をみると、2000年代には伸びが低くなっている。

11

無形資産の分類

（出所）Corrado et.al.(2009)、経済財政白書（2011）

無形資産ストック（対GDP比、実質）

（出所）経済財政白書
（2011）

（出所）System of National Accounts 2008



成長率が大きく引き上げられた例

 米国の1990年代後半の生産性上昇のうち約６割はITの寄与。2000年代は減速
したが、IT産業以外のTFP上昇はITに起因するとの見方も（Bryjolfsson & 
Saunders(2011))

 豪州では、1990年代にサービス業のTFP上昇率が加速し、成長率を押し上げ。こ
れは1980年代に行われた貿易・投資の開放政策、国内競争の促進などの制度
改革の成果とされている(Australia Productivity Commission(2004))

豪：各産業の全要素生産性への寄与米国：成長会計

（出所）Jorgenson, Mun Ho, and  Stiroh(2008) 12

部門別全要素生産性の寄与



 成長戦略シナリオに基づく成長を実現するためには、「日本再生の基本戦略」を着実に実施し、
政策効果を十分に発現させることが必要。

 労働力人口の減少が成長にマイナスに寄与する中、成長力を高めるためには、ＴＦＰを大きく上
昇させることが必要。社会のあらゆる場面で、イノベーションを実現することが必要不可欠。

新産業・新市場の創出
□創薬・医療機器開発等で「世界をリードする日本」を実現する戦略
□産学のイニシアティブによる科学技術イノベーション 等

次世代の育成と活躍できる社会の形成
□若者雇用戦略、グローバル人材の育成 等

名目ＧＤＰ
（兆円） 637

558

470

2011年度 2020年度

復興需要
民需主導の経済成長
への円滑な移行

円高・デフレ
への対応

特区を活用した地域経済の活性化
□国際戦略総合特区、地域活性化総合特区、復興特区 等

イノベーションによる

非連続な発展を実現

成長マネーの供給拡大
□官民連携のファンド創設 等

成長シナリオ

慎重シナリオ

（出所）国家戦略会議（平成24年1月25日）資料

５．政策対応

13



14

新成長戦略における７つの戦略分野

（注）下線の項目は、「イノベーションを通じた新産業・新市場の創出」の観点から特に重要な戦略分野を示す。
また、各項目に該当する「21の国家戦略プロジェクト」を当該項目の下に記載。
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